
                                   資料６  

京都府における看護職員確保等の取組について 

～京都府立看護学校の今後のあり方について～ 

 

京都府立看護学校あり方懇話会 

   開催日：【第 1 回】令和 5 年４月 14 日（金）、【第２回】令和 5 年４月 25 日（火） 

 

意見（柱） 

北部地域の看護師の養成と生涯にわたる看護職員の教育拠点としての役割を期待 

１）府立看護学校の教育環境と学生の確保 

２）北部地域における看護職定着の拠点機能 

 

２．主な意見 

１） 府立看護学校の教育環境と学生の確保             

 ○ 学生の確保 

・入試科目の工夫や社会人応募者を増やす取組 

・北部枠を導入し、一定数の入学者を確保することも有用 

・地元（北部地域）で就業する人が増えるような手立てが必要 

・舞鶴医療センター附属看護学校の閉校の影響を踏まえた定員設定（60 人程度）が必要 

○ 教育環境の充実 

・シミュレーション教育の実施等、教育内容が高度化しており、教員側の研修も必要 

・南部地域の学生が北部地域での就業につながる可能性がある北部実習が有用 

○ 施設整備 

・学校の魅力向上のために、老朽化が進む府立看護学校の施設整備の充実が必要 

○ 経済的支援（授業料等） 

・授業料をサポートすることで（確保・定着の）効果が期待できる 

○ 魅力発信 

・北部地域の養成校が一体となり、魅力度を上げることが必要 

・ＳＮＳ等を活用し、看護や学校の魅力を発信することが必要 

・小、中学生等の早い時期から情報発信を行い、看護師を志す学生を増やす取組が必要 

・情報収集や比較を行う能力が高い今の学生に応じた支援の検討 

 

２） 北部地域の看護職員定着の拠点機能                

○ 北部地域におけるキャリアデザインの形成 

・北部地域では自身のキャリアデザインがイメージしにくい環境ため、就業後の自分の 

姿、キャリアアップがイメージできることが必要 

・教育機関と病院の連携強化が必要 

・働きながらキャリアアップするための支援が必要 

・魅力発信を個別で行うよりも地域全体で取り組むことが必要（病院間の交流等） 





         

 

京都府における看護職員確保等の取組について 
 
 
 
 
 

１．京都府における看護師等確保の状況                              

【図１】                                【図２】 

  

  

【図３】                                 【図４】 

  

 

京都府における看護職員の需給推計については、令和２年度に「京都府保健医療計画」中間見直しにおいて、計

画に位置づけられ、令和７年度（2025年）を迎えるにあたり必要とする看護職員数が明記されました（図１）。 

令和 2 年 12 月末時点の京都府における看護職員従事者数は 35,065 人、2 年前より 223 人減少しており、今後、

約 7,500人の確保が必要な状況です（図２）。 

 

病院における看護師等の充足状況は、令和 3年度において京都府は７９．４％、北部地域では７１％となっており、

北部地域においては改善傾向にあります（図３）。 

令和２年末における５０歳以上の看護職員数は、京都府３３．７％、丹後地域５０．６％（H24: 36.2％）、中丹地域３８．

４％（H24： 29.7％）となっており、看護職員の高齢化と、次の世代を担う看護職員の確保定着が課題となっています。 



         

 

２．京都府における看護師等確保対策                                    
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京都府では看護職員の確保として、①養成の充実、②確保・定着の推進、③資質の向上対策、④再就業の促進

の４つ対策を柱に各事業を展開しております（図５）。 

北部地域の看護師確保については、平成 26 年度に京都府が設置した「北部地域看護師確保のあり方懇談会」の

結果を踏まえ、平成 27年度に事業として位置づけ、看護職員の確保推進に努めているところです（図６）。 



         

 

３．北部地域における看護職員の養成及び就業の現状と課題                     

 【図７】                                  【図８】 

 

看護職員の確保のスタートとなる養成については、北部地域では看護師等養成学校（以下、「養成所」という。）の

受験者が年々減少しており、それに伴って、定員充足率も低下傾向にあります（図７）。 

 養成所卒業後の就業状況は、この数年 1,400人強で推移しており、府内就業は令和３年度に 1,007人（69.4％）、う

ち北部地域での就業は 106人（7.3％）となっています。 

北部地域の養成所を卒業後、引き続き北部地域で就業する割合は、ここ数年 80％前後で推移しており、養成がそ

のまま北部地域での看護職員の確保につながっています（図８）。 

 

 

４．対策推進のための検討                                      

『北部地域における医療看護及び看護教育体制のあり方に関する意見交換』      

   

 

 出生数減少や少子高齢化が進む北部地域において、看護職員の確保・養成状況の現状から さらなる対策の推

進が必要と考え、北部地域の関係機関と意見交換を行い、課題整理を行いました。 
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